
平　成　３　０　年　度

一 般 会 計 歳 入 歳 出 決 算 の 概 要

乙　訓　環　境　衛　生　組　合



一般会計決算の概要

　　本組合においては、廃棄物の排出抑制・再生利用などの廃棄物 　　一方、ソフト面においては、広報紙発行（年４回）、第２０回

　減量施策に効果的な事務事業の推進、災害により被災した施設の 　リサイクルフェアの開催、再生工房での事業展開など廃棄物の減

　迅速な復旧や災害廃棄物の円滑な処理を図り、安全・安定した廃 　量化やリサイクルの推進に向けた啓発に努め、管内の小学４年生

　棄物処理の維持に努めました。 　をはじめとする施設見学者の積極的な受入れに取り組み、約

　　歳入は、１４億１２万２，４８０円で前年度に比べ１４億 　２，０００人を受入れました。

　８，８０１万３，９１０円（５１．５％）の減。主な要因は、ご 　　情報公開条例に基づく公開請求においては、８件あり、個人情

　み処理施設長寿命化第Ⅱ期工事が平成２９年度に完了したことに 　報保護条例に基づく開示等の請求はありませんでした。

　より、国庫支出金及び組合債が皆減となったことによるものです。 　　義務的経費である公債費においては、平成３０年度末現在高で

　　歳出は、１３億６，６３９万４，６２３円で前年度に比べ１４ 　４１億５，７６７万円となりました。

　億８，９９２万８，７４８円（５２．２％）の減。主な要因は、

　歳入と同様、ごみ処理施設長寿命化第Ⅱ期工事が平成２９年度に

　完了したことにより、事業費が大幅に減少となったことによるも

　のです。

　　廃棄物の処理状況においては、ごみ処理は総搬入量が40,827.65 　

　トンとなり、前年度に比べ1,290.42トンの増加となりました。そ

　の内訳は、可燃ごみが586.29トンの増加、不燃ごみが704.13トン

　の増加となりました。

　　また、し尿処理は総搬入量が1,478.13キロリットルとなり、前

　年度に比べ24.21キロリットルの増加となりました。　

　　組合事務事業においては、ごみの減量化・再資源化の推進によ

　る循環型社会の構築並びに安定かつ効果的な廃棄物処理を継続す 《決算規模》

　ることによる環境負荷への軽減の実現を目指し、ハード面におい 　　歳入総額　１４億１２万２千円　　　　前年度比５１．５％減

　ては、ごみ処理施設の定期的な点検整備をはじめ、各施設の整備 　　歳出総額　１３億６，６３９万５千円　前年度比５２．２％減

　を計画的に実行し適正維持に努めました。 　　歳入歳出差引額　３，３７２万７千円
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決 算 額 （ Ａ ） 構成比(%) 決 算 額 （ Ｂ ） 構成比(%) 増減額 （ Ａ） －（ Ｂ） 増減率(%)

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 1,151,439 82.2 1,171,674 40.6 △ 20,235 △ 1.7

歳 ２ 使 用 料 及 び 手 数 料 152,065 10.9 133,451 4.6 18,614 13.9

３ 財 産 収 入 30,101 2.1 32,252 1.1 △ 2,151 △ 6.7

４ 繰 入 金 9,600 0.7 50,000 1.7 △ 40,400 △ 80.8

５ 繰 越 金 31,813 2.3 20,332 0.7 11,481 56.5

入 ６ 諸 収 入 25,104 1.8 24,739 0.9 365 1.5

７ 国 庫 支 出 金 － － 381,888 13.2 皆減 皆減

― 組 合 債 － － 1,073,800 37.2 皆減 皆減

1,400,122 100.0 2,888,136 100.0 △ 1,488,014 △ 51.5

１ 議 会 費 1,393 0.1 1,542 0.1 △ 149 △ 9.7

歳 ２ 総 務 費 252,986 18.5 207,626 7.3 45,360 21.8

３ 衛 生 費 667,174 48.8 657,886 23.0 9,288 1.4

４ 事 業 費 259,496 19.0 1,843,226 64.5 △ 1,583,730 △ 85.9

５ 公 債 費 179,369 13.1 146,043 5.1 33,326 22.8

６ 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

出 ７ 災 害 復 旧 費 5,977 0.5 － － 皆増 皆増

1,366,395 100.0 2,856,323 100.0 △ 1,489,928 △ 52.2

33,727 － 31,813 － 1,914 6.0歳 入 歳 出 差 引 額

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

歳　入　歳　出　決　算　目　的　別　内　訳　表

（単位：千円）
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決 算 額 （ Ａ ） 構成比 (%) 決 算 額 （ Ｂ ） 構成比 (%) 増減額（Ａ）－（Ｂ） 増減率 (%)

人 件 費 245,745 18.0 251,888 8.8 △ 6,143 △ 2.4

扶 助 費 1,400 0.1 1,385 0.1 15 1.1

公 債 費 179,369 13.1 146,043 5.1 33,326 22.8

普 通 建 設 事 業 費
（事業費支弁人件費含む）

264,301 19.4 1,857,202 65.0 △ 1,592,901 △ 85.8

災 害 復 旧 事 業 費 5,977 0.4 － － 皆増 皆増

物 件 費 568,557 41.6 561,132 19.6 7,425 1.3

維 持 補 修 費 12,958 1.0 8,452 0.3 4,506 53.3

補 助 費 等 14,106 1.0 14,025 0.5 81 0.6

そ の 他 経 費 積 立 金 73,982 5.4 16,196 0.6 57,786 356.8

1,366,395 100.0 2,856,323 100.0 △ 1,489,928 △ 52.2

義 務 的 経 費

消 費 的 経 費

合 計

歳　出　決　算　性　質　別　内　訳　表

（単位：千円）

区 分

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 比 較

投 資 的 経 費



（単位：千円）

諸収入

25,104（1.8%）

財産収入 繰入金

30,101（2.1%） 9,600（0.7%）

繰越金

31,813（2.3%）

使用料及び手数料

152,065（10.9%） 分担金及び負担金

1,151,439（82.2%）

維持補修費 12,958（1.0%）

災害復旧費 5,977（0.5%） 補助費等 14,106（1.0%）

議会費 1,393（0.1%） 積立金 災害復旧事業費  5,977（0.4%）

公債費 73,982（5.4%） 扶助費  1,400（0.1%）

179,369（13.1%）

衛生費 公債費 物件費

総務費 667,174（48.8%） 179,369（13.1%） 568,557（41.6%）

252,986（18.5%）

人件費

245,745（18.0%）

事業費

259,496（19.0%） 普通建設事業費

264,301（19.4%）

歳　入　歳　出　決　算　構　成　図


